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64 継続 山陽電鉄バリアフリー化の促進 都市総務課 P.45 
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道路整備課 P.46 
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ＳＤＧｓ １７の目標 
 

 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。 

 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を

促進する。 

 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。 

 

すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機

会を促進する。 

 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。 

 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。 

 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのア

クセスを確保する。 

 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用

と働きがいのある人間らしい雇用(ディーセント・ワーク)を促進する。 

 

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促

進及びイノベーションの推進を図る。 
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各国内及び各国間の不平等を是正する。 

 

包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実

現する。 

 

持続可能な生産消費形態を確保する。 

 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。 

 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用す

る。 

 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、

砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失

を阻止する。 

 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司

法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のあ

る包摂的な制度を構築する。 

 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシッ

プを活性化する。 
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新年度の主な取組（案） 

 
１ 新型コロナウイルス感染症対策の充実 

（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

1 新型コロナウイルス 

感染症対策の強化 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、医療提供

体制の確保、PCR検査体制の強化、相談体制の充実等を行う。 
 
【事業の内容】 
 ○感染したかもダイヤル（24時間対応）を設置し、健康相

談を実施する。 
 〇有症状者等の相談・診療・検査の対応ができる発熱等診

療・検査医療機関を拡充する。 
（令和２年12月末現在69か所 帰国者・接触者外来含む） 

○高齢者施設の新規入所者及びショートステイ利用者のう
ち、希望者に対しPCR検査を実施する。 

○濃厚接触者のPCR検査を実施する。また、クラスター発生
が懸念される場合には、積極的な検査を実施する。 

○福祉施設においてクラスターが発生した場合には、庁内
外関係機関と連携し、人的支援を行う。 

 ○患者が感染症指定医療機関に入院した際に医療費の公費
負担を行う。 

○患者急増に伴い、自宅待機中の方には、保健師等による
電話や訪問での健康観察や症状悪化時の入院調整に加え
て、必要な方にはパルスオキシメーターを貸し出す。 

 ○入院病床がひっ迫する中、指定医療機関に入院後、感染
性の低くなった患者の転院先の確保について市内病院と
連携を図る。 

 
【SDGｓの目標】 

   

保健予防課 

232,110 

 

 

 

 

国・県 121,756 
起 債 0 
その他 0 
一般 110,354 
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１ 新型コロナウイルス感染症対策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

2 新型コロナウイルス 

ワクチン接種 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  市民の生命・健康を守るため、新たに設置されたコロナ

ワクチン対策室が中心となり、新型コロナウイルスワクチ
ンが承認され供給開始となった際に、速やかに市民に対し
てワクチン接種を行う。 

 
【事業の内容】 

○市民に予防接種券を個別送付し、市内の医療機関等と連携
し、ワクチン接種を行う。また、ワクチン接種に関する相
談を受ける窓口や接種予約の受付に対応するコールセン
ターを設置する。 

  ・対象者 
①明石市民 
②市内の医療機関や高齢者施設等に入院・入所中の 
市外の方 

③市内の医療機関や高齢者施設等に従事している 
市外の方 

  ・接種順位 
   ①医療従事者    ：３月上旬～ 

②65歳以上の高齢者 ：４月上旬～ 
高齢者施設等従事者 

③その他の方    ：４月下旬以降 
 （基礎疾患のある方や60～64歳の方を優先） 

 
※接種開始時期については、ワクチンの供給状況等に
より変更の可能性あり。 

 
 
【SDGｓの目標】 

   

コロナワクチン

対策室 

2,607,130 

 
 

国・県 2,607,130 
起 債 0 
その他 0 
一般 0 
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１ 新型コロナウイルス感染症対策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

3 新型コロナウイルス

感染症拡大防止協

力金の支給 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、国の緊急

事態宣言に伴い兵庫県が行った営業時間短縮の要請に応じ
た店舗を運営する事業者に対して協力金（緊急事態宣言延
長分）を支給する。 

 
【事業の内容】 
 ○対象店舗 

・兵庫県が行った営業時間短縮の要請に応じた店舗を運
営する事業者（約85店舗） 
（飲食店・遊興施設のうち、食品衛生法の飲食店営業
許可又は喫茶店の営業許可を受けている飲食店） 

※通常午後８時以降も営業している店舗が、営業時間
を午前５時から午後８時まで（酒類の提供は午前11
時から午後７時まで）に短縮した場合に限る。 

 〇支給額 
  ・１日あたり６万円 
 〇支給時期 
  ・４月から協力金（緊急事態宣言延長分）申請受付を開

始し、申請受付後、順次支給する。 
   ※申請受付や支給事務は兵庫県が実施する。 
 〇負担割合 
  ・国80％、県20％×2/3、市20％×1/3 
   ※市の負担分については、全額新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金を充当予定。 
〇令和３年２月７日までの協力金については、令和２年度
予算（令和３年３月補正）により対応予定 

 
【SDGｓの目標】 

   

産業政策課 

144,144 

 

※３月補正を含む

全体事業費 

272,844 

 

 

 

国・県 144,144 
起 債 0 
その他 0 
一般 0 

4 妊婦ＰＣＲ検査

費用助成 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
コロナ禍において、安全安心な出産を支援するため、新

型コロナウイルス感染症の検査を希望する妊婦に対して
PCR検査費用を助成する。 

   
【事業の内容】 

○助成額：上限20,000円まで（１回の妊娠につき１回限り） 
  ○対象者：ウイルス検査を希望する妊娠34週以降の妊婦 

※かかりつけ医からウイルス検査の説明を受け、検査へ
の同意が必要 

 
【SDGｓの目標】 

  

こども健康課 

12,000 

 

 
 

国・県 6,000 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,000 
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１ 新型コロナウイルス感染症対策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

5 母子保健・子育て

オンライン相談/

講座の実施 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
コロナ禍においても、妊娠期や子育て期の保護者が必要

とする子育てに関する相談や講座受講のため、オンライン
による対応を実施し、ウィズコロナに対応した新しい形で
の子育て支援の充実を図る。 

 
【事業の内容】 

○2021年度中にオンライン環境を整備 
○映像を必要とする個別相談や離乳食等の講座 
○新型コロナウイルス感染症に罹患した、又は、感染への
危惧により、来所や訪問が困難な場合の子育て相談 

 
【SDGｓの目標】 

   

こども健康課 

子育て支援課 

711 

 

 
 

国・県 179 
起 債 0 
その他 0 
一般 532 

6 乳幼児健診事業

の拡充 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
新型コロナウイルス感染症対策を図るため、乳幼児健診

について、受診できる期間の延長や開催回数を増やすなど、
３密を回避した安全な開催に努める。 

 
【事業の内容】 

○４か月児健診は、集団健診から市内医療機関及びこども
健康センターでの個別健診とする。 

○１歳６か月児・３歳６か月児健診は、開催回数の増（36
回/年から48回/年）、１回の受診人数の制限（概ね60名/
回）、予約制とする。 

○各乳幼児健診の受診できる期間を、従来の期間から２か
月間延長する。 

 
【SDGｓの目標】 

  

こども健康課 

69,223 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 69,223 
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１ 新型コロナウイルス感染症対策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

7 こどもセンター

におけるコロナ

禍のこども支援

の充実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
新型コロナウイルス感染症の拡大により社会や家庭環境

が変化する中で、感染拡大防止を図りながら、児童虐待や
相談への対応、こども・家庭への支援などを更に充実させ
る。あわせて、保護者が新型コロナウイルスに感染したこ
とにより監護者不在となった児童への対応を図る。 

 
【事業の内容】 

○明石こどもセンターと市内児童入所施設の感染症対策 
・衛生用品や感染防止用の備品の購入、消毒経費、設備
改修など 

○明石市子育て短期支援事業の感染症対策 
・感染予防策を充実させながらショートステイ事業やア
ウトリーチ事業を実施するために必要な経費の補助 

○新型コロナウイルス感染症による保護者不在児童への対応 
・感染拡大防止のため、既存の一時保護所とは別に個室
対応可能な宿泊環境を整え、更に専門的な処遇を行う
人員（看護師等）を配置する。 

 
【SDGｓの目標】 

   

明石こどもセ

ンター総務課 

870,458 

 

 
 

国・県 433,777 
起 債 8,000 
その他 4,583 
一般 424,098 

8 あかし生活・地域

経済応援キャンペ

ーン 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
プレミアム付き商品券事業だけでなく、「新しい生活様

式」として推奨されている非接触型のキャッシュレス決済
によるポイント還元事業などを含めたコロナ禍における市
民への生活支援及び地域経済の活性化に向けた取組を進め
る。 

 
【事業の内容】 
 〇高齢者・障害者サポート利用券の状況や県が検討してい

る商店街等を対象としたプレミアム付き商品券事業の動
向を踏まえ、効果的な事業手法を検討していく。 

 
【SDGｓの目標】 

    

産業政策課 

300,000 

 

 

 

国・県 300,000 
起 債 0 
その他 0 
一般 0 
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１ 新型コロナウイルス感染症対策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

9 生活困窮者自立

支援事業の充実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  新型コロナウイルス感染症等の影響により最低限度の生

活を維持することができなくなる恐れのある方について、
生活困窮状態から早期に自立できるよう支援を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇住居確保給付金の拡充 

・離職者・廃業者向けに賃貸住宅の家賃相当額を補助す
る住居確保給付金制度について、国の制度改正を受け
て拡大する対象者や要件緩和等による相談・受給件数
の増加に対応する。 

〇生活再建支援担当窓口の相談・支援体制の充実 
・新型コロナウイルス感染拡大に伴う生活困窮に関する
相談増加に対応するため、生活再建支援担当窓口にお
ける相談・支援体制の更なる充実を図る。 

 
 2018年度 2019年度 2020年 

４月～11月 

生活困窮者自立支援

事業 

新規相談件数 

 

320 

 

272 

 

943 

うち住居確保給付金

相談件数（受給件数） 

 

55（1） 

 

37（2） 

 

546（59） 

 
【SDGｓの目標】 

   

生活福祉課 

30,500 

 

 

 

国・県 22,875 
起 債 0 
その他 0 
一般 7,625 

10 新型コロナウイ

ルス感染症に対

応した多様な避

難所の確保 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  コロナ禍においても、災害発生時に適切な避難行動がで

きる多様な避難所、避難形態の確保のため、避難所用物資
の充実や新たな避難所の確保などを行う。 

 
【事業の内容】 
 〇避難所における感染症対策として、手指消毒液や床面か

ら一定の高さを確保するための簡易ベッドの備蓄を進め
る。 
・手指消毒液：毎年100本購入予定 
・簡易ベッド：毎年30台購入予定 

 （令和２年度購入予定） 
  ・手指消毒液：100本 

・簡易ベッド：400台 
  ・簡易間仕切：500台 
 〇指定避難所以外の施設や車中避難先としての駐車場、市

内のホテルなど多様な避難先の拡充を進める。 
 〇避難所空き情報配信システムを活用し、分散避難を推進

する。 
 
【SDGｓの目標】 

  

総合安全対策室 

748 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 748 
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１ 新型コロナウイルス感染症対策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

11 ＩＣＴ技術の活

用による業務の

効率化 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  ウィズコロナ社会において、ICT技術を活用して、効率

的・効果的に業務を推進し、市民サービスの向上と新型コ
ロナウイルス感染症の感染リスクの低減を図るため、オン
ラインによる会議・研修やテレワークを行うための環境整
備を進めるとともに、LINE等のSNSやAI等の活用について検
討を進める。 

 
【事業の内容】 

○Zoom等アプリケーションの有償ライセンスを利用したオ

ンライン会議・研修を行う。 

○自宅やサテライトオフィスで、テレワークを行うための

機器（モバイルパソコン、Webカメラ等）を導入する。 

○LINE等のSNSやAI等を活用した市政情報の提供や相談対

応等のシステム導入に係る調査・検討を行う。 
 〇RPAを活用し、業務を自動処理にすることで大幅に作業時

間を短縮する。 
〇税務業務における新築家屋の調査にタブレット端末を活
用し、現地調査における画像取込や評価システムとの連
携で作業時間の大幅な短縮を図る。 

 
【SDGｓの目標】 

  

総務管理室 

職員室 

税務室 

12,151 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 12,151 
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２ 高齢者・障害者施策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

12 認知症あんしん

プロジェクトの推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けることができるよう、包括的・継続的支援を展開す
るとともに、認知症サポーター制度の拡充、本人や家族の
居場所づくりを行うなど、まちのみんなで認知症を支える
まちづくりを更に推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇認知症サポーター制度の拡充 

・積極的に認知症サポーターの養成に取り組むとともに、
専門性を高めたシルバーサポーター及びゴールドサポ
ーター制度を創設する。各種サポーターになるための
研修やその活動支援、活躍の場の拡充を行う。 

 〇本人や家族の居場所づくり 
・認知症の人やその家族が生活の中で感じたことや困り
ごとを共有できる「認知症カフェ」を拡充するなど、
地域の居場所づくりを進める。 

 〇認知症早期支援事業の継続実施 
  ・対象：①認知症チェックシートの結果、認知症の疑い 

がある65歳以上の人 
      ②若年性認知症の診断を受けた人（64歳以下） 

       ③運転免許更新時に医師の診断書が必要になった人  
  ・内容：認知症診断にかかる費用の自己負担額を全額助成 
 〇認知症サポート給付金等の継続実施 
  ・医療機関で認知症と診断され、在宅で生活している人

に対する認知症サポート給付金（１人あたり２万円）
の給付 

・認知症手帳（あかしオレンジ手帳）及び宅配弁当等の
３つの無料券（あんしんチケット）の交付 

 〇認知症あんしんネットワーク会議の開催 
  ・認知症家族会をはじめ、民生児童委員や地域団体、医

療福祉関係者、企業関係者等で構成する会議を開催し、
関係機関との連携を強化するほか、条例設置に向けて
検討する。 

 
【SDGｓの目標】 

   

高齢者総合支援室 

113,141 

 

 

 

 

 

国・県 50,255 
起 債 0 
その他 58,820 
一般 4,066 
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２ 高齢者・障害者施策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

13 高齢者・障害者の

ための総合的な 

施設整備の促進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  高齢・障害分野における施設面及び人材面での抜本的な

対策を講じ、施設サービスの充実を図るため、特別養護老
人ホーム及び障害者グループホーム等の整備を促進するな
ど、分野の垣根を超えた総合的な取組を推進していく。 

 
【事業の内容】 
 〇特別養護老人ホームの整備補助  

・整備数 １施設（90床） 
 〇地域密着型（定員29人以下）特別養護老人ホームの整備

補助 
  ・整備数 2施設（計58床） 
 〇障害者グループホームの整備補助 

・開設費用等の助成について、補助率の引き上げを行う。 
補助率：現行 事業費の３分の２ 

        拡充 事業費の４分の３ 
           （上限は、１施設あたり5,000千円） 

〇その他 
  ・認知症対応型共同生活介護（グループホーム）など地

域密着型サービス施設の整備等（2020年度の繰越分） 
  ・新型コロナウイルス感染拡大防止に係る改修など既存

施設の改修等 
 
【SDGｓの目標】 

   

施設整備・人材育成室 

高齢者総合支援室 

障害福祉課 

984,220 
 

国・県 556,820 
起 債 427,400 
その他 0 
一般 0 
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２ 高齢者・障害者施策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

14 介護・障害サービ

スの向上に向け

た人材の育成及

び確保の推進 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  介護施設及び障害者施設における質の高い施設サービス

を継続的に提供できる環境を整えるため、福祉分野におけ
る総合的な人材の育成及び確保への効果的な方策を検討
し、実施する。 

 
【事業の内容】 

〇（仮称）「福祉分野における人材確保・育成にかかる検討
会議」の開催 

  ・介護、障害福祉の関係者等を交えて、福祉分野におけ
る総合的な人材確保方策及び質の向上に向けた効果的
な育成方策等を調査・検討するための会議を開催する。 

〇介護人材確保・資格取得支援事業 
・介護職員初任者研修及び介護福祉士実務者研修の受講
費について、市内の介護サービス事業所で勤務してい
る個人、又は職員の研修受講費の４分の３以上を負担
した事業所に対して受講費を助成する。 
※65歳以上の高齢者に対して上乗せ補助あり 

  ・高齢者の介護職就職に係る奨励給付金の支給 
〇介護ロボット導入による業務の効率化を推進 
・介護ロボット機器の導入支援 
・身守り機器の導入に伴う通信環境整備 

   補助経費：Wi-Fi工事、インカム等 
〇訪問看護師・訪問介護員安全確保・離職防止事業 

  ・利用者やその家族からの暴力等により２人体制での訪
問サービスが必要にも関わらず、利用者等の同意が得
られないため介護報酬の２人訪問加算が算定できない
場合に、加算相当額の一部を補助する。   

〇定期巡回サービスにおける訪問看護の体制の充実に向け
た支援の実施 

 ・定期巡回サービスに包括される訪問看護サービスの報
酬格差を補填し、同サービスの活用を促進する。 

 〇障害施設人材育成支援事業 
  ・障害福祉従事者の専門性向上のため、介護職員初任者 

研修及び介護福祉士実務者研修の受講費用等を補助する。 
 
【SDGｓの目標】 

   

施設整備・人材育成室 

高齢者総合支援室 

障害福祉課 

13,580 

 

 
 

国・県 7,075 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,505 
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２ 高齢者・障害者施策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

15 高齢者への補聴器

購入費用の助成 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  認知症やフレイルの進行を予防することで生活の質を維

持し、社会交流を図りながら、住み慣れた地域で自分らし
く暮らすことができるよう、難聴により生活に支障が生じ
ている高齢者に補聴器購入費用を助成する。 

 
【事業の内容】 
 〇補聴器購入費用助成 
  ・対 象：医師が補聴器の使用を必要と認めた65歳以上

の高齢者（所得制限なし） 
  ・内 容：補聴器購入にかかる費用の一部を助成する。 
  ・助成額：上限２万円まで 
 
【SDGｓの目標】 

  

高齢者総合支援室 

3,150 

 
 

国・県 3,150 
起 債 0 
その他 0 
一般 0 

16 成年後見制度の

活用促進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
認知症や知的障害、精神障害等により判断能力が十分で

ない人が、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、成
年後見制度の活用を促進する。 

 
【事業の内容】 
 〇制度の周知と活用の促進 

・制度の周知を図り、後見支援センターでの相談等を通
じて、制度の活用が必要な人を早期に把握し、速やか
に支援につなぐ。 

 〇（仮称）成年後見制度活用促進計画の検討 
・成年後見制度の活用促進に関する施策展開の指針とな
る計画を有識者、関係機関、地域団体等で構成する検
討会にて検討する。 

 
【SDGｓの目標】 

   

地域共生社会室 

44,923 

 
 

国・県 1,564 
起 債 0 
その他 0 
一般 43,359 
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２ 高齢者・障害者施策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

17 高齢者等の移動

支援 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
コロナ禍において、高齢者等が安心して外出することが

できるよう、敬老優待乗車制度（寿タクシー利用券）の増
額の継続や「運転免許返して安心プロジェクト」の拡充等
を行う。また、今後、移動手段の確保のあり方やバス・タ
クシー優待乗車制度のあり方などについての検討を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇寿タクシー利用券の増額継続 

・2,000円分→4,000円分に倍増を継続 
 〇自主返納者や返納を勧めた人に対して、図書カードと

ICOCAの選択制を導入 
・対象者：65歳以上の高齢者 
・自主返納者：図書カード(3,000円分)または 

         ICOCA(3,000円分) 
          ※新たに選択肢に追加 

※デポジット500円を含む 
・返納を勧めた人：図書カード(1,000円分) 

〇たこバスの継続運行に向けた補助金の拡充 
市民の移動手段を確保するため、たこバス運送事業者に
対しての補助金を拡充する。 
・拡充予算：50,245千円 

〇高齢者等の移動支援のあり方検討会 
  ・開催回数：４回程度（～2021年12月） 
  ・委  員：13名（学識経験者、地域・高齢者・障害者

団体代表、交通事業者など） 
  ※新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、2021年4月

以降に検討会を開始する。 
〇総合交通計画の改定 

  「高齢者等の移動支援のあり方検討会」の検討結果も踏
まえ、交通を取り巻く環境の変化を分析したうえ、持続
可能な交通ネットワークのあり方を明確化する。 

 
【SDGｓの目標】 

   

ＳＤＧｓ推進室 

障害福祉課 

高齢者総合支援室

都市総務課 

交通安全課 

409,514 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 409,514 

18 精神障害者に対

する早期支援の

実施 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  精神障害者が住み慣れた地域で自分らしい生活を送るた

め、適切な早期支援を実施する。 
 
【事業の内容】 
 〇精神科医を含めた多職種でのアウトリーチ（訪問）を行 

い、受診同行などの早期支援を実施する。 
 
【SDGｓの目標】 

   

健康推進課 

400 

 

 

 

国・県 225 
起 債 0 
その他 0 
一般 175 



18 

２ 高齢者・障害者施策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

19 地域総合支援セン

ター等における支

援体制の充実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  コロナ禍で孤立する高齢者などの要支援者に寄り添い、

要支援者が抱える困りごとや不安を解消するため、地域総
合支援センターを核とした支援体制の充実を図る。 

 
【事業の内容】 
 〇地域総合支援センターにおける支援体制の充実 

・専門職（保健師・看護師、社会福祉士、主任介護支援
専門員等）の増員を図る。（６人程度） 

・「福祉まるごと相談」窓口として、断らない相談支援を
行うため、基幹相談支援センターや後見支援センター
等との連携を強化し、更生支援も含めた一体的な支援
を行う。 

・民生児童委員や地域ボランティア団体等との連携に努
めながら、センターを拠点にしたアウトリーチ等を通
じた継続的な支援を行う。 

 〇重層的支援体制の構築に向けた検討 
  ・2022年度からの「重層的支援体制整備事業」（要支援者

に寄り添い伴走する支援体制の整備）の開始に向け、
実施計画の策定を進める。 

 
【SDGｓの目標】 

   

地域共生社会室 

394,000 

 

 

 

国・県 227,535 
起 債 0 
その他 85,242 
一般 81,223 

20 災害時要配慮者

に対する個別支

援計画の作成 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
近い将来発生が予想される南海トラフ地震などの災害時

においても迅速かつ確実に安全が確保できるよう、自治
会・町内会等への避難行動要支援者名簿の提供及び活用の
拡大を図るとともに、避難支援が必要な高齢者・障害者等
の要配慮者ひとり一人に応じた個別支援計画の作成を促進
する。 

 
【事業の内容】 

個別支援計画のより一層の作成促進のため、専門職への
計画作成報酬支援（県・市）に加え、作成にかかる諸費用
（会議出席、研修受講）を助成する。 
また、地域等における避難行動要支援者名簿の積極的な

活用を促進するため、避難訓練などの名簿を活用した取組
に対し、活動費用を助成する。 

 
 ○福祉専門職への助成 
  ・福祉専門職対象研修の受講（１名につき1,000円） 

○自治会等への助成 
  ・個別支援計画の会議出席等 （１名作成につき3,000円） 
  ・避難行動要支援者名簿を活用した取組 

（１団体につき20,000円） 
 
【SDGｓの目標】 

   

福祉総務課 

1,200 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,200 
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２ 高齢者・障害者施策の充実 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

21 災害時等におけ

るＡＩとＳＮＳ

の活用及び要配

慮者等への情報

一斉発信システ

ムの導入 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  災害等に、現地の状況を迅速かつ正確に把握し、的確な

判断・対応が可能な体制を整えるとともに、避難情報等を、
高齢者や障害者等にも伝達ができるようにするため、AI と
SNS を活用した情報収集システム及び固定電話等への一斉
情報発信システムを導入する。 

 
【事業の内容】 

○AI が SNS 上の災害・事故に関する投稿を自動抽出して収
集するシステムを導入し、市内をはじめとして国内外の
危機情報をリアルタイムで把握できる体制を構築し、台
風、地震等の災害発生時や緊急事態時に活用する。 

○登録を希望した要配慮者に対し、災害時の避難情報等を
固定電話や携帯電話へシステムにより自動で一斉発信
し、情報を伝達する。 
・明石川流域を中心に登録者 1,800人を想定。 
・2021年度出水期を目途に運用開始予定。 

 
【SDGｓの目標】 

  

総合安全対策室 

1,530 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,530 
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３ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

22 中学校１年生への

35人学級の導入 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  小学校教育から中学校教育への学びの接続を円滑に行

い、中１ギャップの解消を図るとともに、「個に応じたきめ
こまやかな教育」を実施するため、中学校第１学年の35人
学級を推進する。 

 
【事業の内容】 
 ○国・県が示す定数に加え、市として35人学級にするため

の加配教職員を確保する。 
・対 象：市立中学校（12校※）の中学１年生 
※全学年30人学級となる高丘中学校を除く 

 
【SDGｓの目標】 

   

学校教育課 

91,500 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 91,500 



21 

３ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

23 高丘小中一貫 

教育校の開設 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
こどもの未来を切り拓くグローバルな力を育成するた

め、これまで先進的に小中一貫教育の研究に取り組んでき
た高丘東小学校・高丘西小学校・高丘中学校を、2021年４
月から併設型小中一貫教育校として一体的に運営し、特色
ある教育活動を展開することで、今後の明石の教育モデル
となることを目指す。 

 
【事業の内容】 

〇30人学級編成の実施 
・内容：「個に応じたきめこまやかな教育」を実施するた

め、30人学級を推進する。 
・対象：高丘東小学校、高丘西小学校、高丘中学校（全学年） 

 〇一部教科担任制の導入 
・内容：教育内容の専門性が向上していく中、効果的な

学習を提供するため、小学校に教科担任制を一
部取り入れ、中学校教員等による教科学習を行
う。 

 〇外国語教育の充実 
・内容：外国語教育を、コミュニケーション活動を主と 

して小学校１年生から導入する。また、ALT（外
国語指導助手）を重点的に配置し、各学年で発達
段階に応じた外国語教育を推進する。 

 〇理数教育・プログラミング教育の充実  
・内容：兵庫県立明石北高等学校と締結した連携協定に

基づき、理数教育やプログラミング教育で講師
の派遣及び高校生との交流を図ることで、専門
的な知識習得への意欲を高め、幅広い学びを身
につける素地を養う。 

〇ICT 教育の充実 
・内容：タブレット端末や常設型プロジェクターをはじ

めとするICT 機器を授業で活用することによ
り、こどもたちの「主体的・対話的で深い学び」
を支援する。  
また、さまざまなツールを駆使して、各教科等
での学びを繋ぎ探求する教科横断的な教育を進
める。 

〇通学区域特認校制度の導入    
・内容：小中一貫教育校における特色ある教育を、より

多くの児童生徒が受ける機会を確保するため、
通学区域特認校制度を導入し、市内全域からの
通学を可能とする。 

・対象：高丘東小学校・高丘西小学校（全学年） 
高丘中学校（１年生） 

 
【SDGｓの目標】 

  

学校教育課 

97,500 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 97,500 



22 

３ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

24 学校教育における 

ＩＣＴ化の推進 

 

 

（拡充） 

 

 

【趣旨・目的】 
すべてのこどもたちに個別最適化された学びを継続的に

実現することをめざして、GIGAスクール構想により導入さ
れたタブレット端末や統合型校務支援システムを活用し、
教育のICT化を推進する。 

 
【事業の内容】 

〇Web型学習ドリルを活用し、個に応じた学習支援を行う。 
〇全ての教員が１人１台のタブレット端末を効果的に活用
した授業ができるよう、すでに実施しているタブレット
活用研修の『フォローアップ研修』を行うとともに、『初
任者研修』でもタブレット活用研修を行う。 

〇先進的にタブレット端末を有効活用できるリーダー（あ
かしICTイノベーティブティーチャー）を育成するための
研修を行う。（年４回程度を予定） 

〇様々な理由により教室での授業に参加できない子どもた

ちの学習支援として活用できる「（仮）バーチャル学校」

の構築について、企業や他市と連携して研究を進める。  

 ・民間事業者が、他市と進めている学習支援クラウドサ

ービスの実証実験に参加する。 

・実証実験は２～３年程度の期間を想定 
 ・教員が作成した授業動画や学校行事の配信等について

実証校で試行する。 
〇「学びと育ち支援システム（統合型校務支援システム）」
を構築し、運用する。 

  （債務負担行為の限度額：5年で145,000千円） 
・学びと育ちに関する情報をカルテ化し、子どもたちを
総合的に支援できるようにする。 

・校務の標準化と効率化により、教員が子どもに関わる
時間を確保する。 

  
【SDGｓの目標】 

  

学校管理課 

あかし教育 

研修センター 

181,680 

 

 

 

国・県 0 
起 債 25,000 
その他 0 
一般 156,680 

25 学校給食の充実 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  公が食について責任を持ち、学校での食育や地産地消の

推進、また特別献立によりコロナ禍の中での児童・生徒や
地場産業を元気づけるため、明石市産の食材を使用した特
別献立を小学校・中学校等で提供する。 

 
【事業の内容】 

〇明石産の食材を使用した特別献立を年２回程度提供する。 
 ○アンケートなどを通じて、児童・生徒の意見を収集し、 

これらを反映した献立を提供する。 
 
【SDGｓの目標】 

     

学校給食課 

13,000 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 13,000 
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３ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

26 夜間中学校への

ニーズに応える

就学支援の実現 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  様々な理由で義務教育を受けることができなかった人に

義務教育を受ける機会を提供するため、他の自治体と協定
を締結し、夜間中学校で教育を受ける機会を確保する。 

 
【事業の内容】 
 〇夜間中学校を設置する他の自治体と、本市の市民が当該

夜間中学校に通えるようになる協定を締結する。 
 〇他自治体の夜間中学校に通う場合に、他自治体に対して

負担金を支払う。 
 
【SDGｓの目標】 

  

学校教育課 

1,000 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,000 

27 外国籍児童生徒の

ための日本語習得

支援の充実 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
外国籍の児童生徒が授業を理解し、支障なく学校生活を

送ることができるよう、日本語指導員を派遣して日本語習
得の支援体制の充実を図る。 

 
【事業の内容】 

日本語指導員を指導が必要な外国籍の児童生徒がいる学
校に派遣し支援を行うことで、児童生徒の日本語能力向上
を図る。（日本語指導員５名程度） 

 
【SDGｓの目標】 

  

学校教育課 

1,731 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,731 
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３ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

28 放課後児童クラブ 

の充実 

 

 

（拡充） 

 

【趣旨・目的】 
  放課後児童クラブの高まるニーズに対する安定的な育成

支援の提供と質の向上を図るため、支援員と施設を十分に
確保するとともに、組織体制の強化と指導体制の充実に取
り組む。 

 
【事業の内容】 

〇支援員及び施設の確保 
・優秀な支援員を安定的に確保するための処遇改善 
・学校の余裕教室や放課後の特別教室などを最大限に活 
用した施設整備 

〇組織体制の強化 
・運営を委託している一般財団法人あかしこども財団の
更なる組織体制の充実を図るための職員の増員 

〇指導体制の充実 
・放課後児童支援員認定資格研修や実務研修の実施によ
る支援員の質の向上 

・アドバイザーや主任支援員の更なる配置等による指導
体制の強化 

 〇育成内容の充実 
・保護者のニーズを踏まえた、夏休み期間のみの入所の
実施 

  ・学校や地域との連携による支援体制や育成内容の充実 
 
【SDGｓの目標】 

     

こども育成室 

905,648 

 

 
 

国・県 410,812 
起 債 20,000 
その他 330,000 
一般 144,836 



25 

３ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

29 待機児童対策 

（０歳児室を活

用した１歳児受

入促進補助の助

成等） 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
2022年４月に待機児童解消を図るため、施設整備や既存

施設の余裕空間を活用した１歳児の受入促進補助などによ
り、合わせて800人規模の受け入れ枠の拡充を行うととも
に、保育士の確保策を実施し、保育の量と質を確保する。 

 
【事業の内容】 

〇受け入れ枠の拡充 合計800人 
・保育所、認定こども園の新設、増築等：７施設667人 
・小規模保育施設の設置等：７施設133人 

〇０歳児室を活用した１歳児受入促進補助（新規） 
・待機児童が多い１歳児の利用を促進するため、０歳児
室の余裕空間を活用して１歳児を受け入れた施設に対
して、０歳児と１歳児の運営費の差額の一部を助成 

 〇市立幼稚園の更なる活用（新規） 
  ・幼稚園としての利点を生かしながら、利用者の利便性

向上を図るため、幼稚園型認定こども園化（３～５歳
対象）の検討を進める。 

〇保育士の処遇改善（継続） 
・私立保育所等の保育士の定着を促進するため、採用後
７年間で最大160万円の定着支援金を支給 

・保育士の処遇改善を実施する私立保育所等に対し、月
額給与増額分の1/2、１万円を限度に助成 

・採用から５年までの保育士のために私立保育所等が宿
舎を借り上げる場合、その費用の一部を助成 

〇保育士の就労支援（継続） 
・保育士総合サポートセンターによる求職者と保育所等
のマッチングの実施、出張相談の実施 

・保育士就職フェアや保育所見学バスツアーの開催 
・保育士養成学校への積極的なＰＲの実施 

〇保育所職場環境向上に向けた取組（継続） 
・保育士の定着のため職場環境向上に取り組む法人に対
する支援を行う、いきいき保育職場応援事業を実施 

〇保育の質の向上に向けた取組（継続） 
・新卒保育士向け等階層別研修の実施 

 
【SDGｓの目標】 

     

待機児童対策室 

2,941,804 

 

 
 

国・県 1,920,350 

起 債 590,800 

その他 19,897 

一般 410,757 
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３ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

30 幼稚園３歳児枠 

の拡充 

 

 

（拡充） 

 

【趣旨・目的】 
  すべてのこどもが幼児教育を受けることができるよう、

３歳児の受け入れ枠を拡充する。 
 
【事業の内容】 
 〇受け入れ枠の拡充方法 
  ・定員を超える応募があった園において、３歳児の定員 
   を拡大する。（約10クラス、150名程度の定員増） 
  ・定員の拡大に伴い、必要となる職員の採用を行う。 
   （幼稚園教諭10名程度） 
  ・定員の拡大に伴い、３歳児保育室の備品等の整備を行う。 
 
【SDGｓの目標】 

     

こども育成室 

64,500 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 64,500 

31 18 歳までのこども 

医療費無償化 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
中学校卒業後は公的支援が少なく、高校生がいる家庭に

とっては子育てにかかる経済的負担が大きく、更にコロナ
禍において、生活は一層厳しくなっている。高校生世代の
こどもが経済的な理由で病院へ行くことをためらうことの
ないよう、こども医療費助成制度による医療費の無償化の
対象者を18歳到達以後の3月31日まで拡充する。 

 
【事業の内容】 
 〇対象者の要件 
  ・15歳到達後の３月31日まで 

→18歳到達後の３月31日までへ拡充 
〇新たに対象となる者 
 ・約8,000人 

 〇実施予定時期 
  ・2021年７月～ 
 
【SDGｓの目標】 

   

児童福祉課 

1,652,122 

 

 
 

国・県 310,600 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,341,522 

32 一時保護児童の

円滑な通学や面

会の実施 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
こどもの幸せを最優先に、こどもの立場にたった通学の

機会の確保や、保護者等との面会ができるよう、体制の拡
充を図る。 

 
【事業の内容】 

○一時保護中の通学機会の確保 
・学校への送迎の実施 

○一時保護中の面会機会の確保 
・タブレット端末などによるオンラインでの面会の実施 

 
【SDGｓの目標】 

   

こども通学・

面会等支援課 

7,159 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 7,159 
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３ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

33 「こどもの居場

所」づくりの推進 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  学校になじめない等の事由を抱えたこどもたちが、安心

して学び、遊び、過ごし、健やかな成長ができるよう、「こ
どもの居場所」づくりを推進する。 

 
【事業の内容】 
 ○市内の18歳未満のこどもを主な対象とし、こどもたちが

安心できる空間で、遊びや学習支援のほか、相談支援を
実施する。  

○パイロット事業として、こどもの自主性を尊重し、自己
肯定感を育むことができる「こどもの居場所」（１か所）
を設置する。 

 
【SDGｓの目標】 

    

こども育成室 

20,000 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 20,000 

34 こども夢応援 

プロジェクト事業 

の拡充 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  親の意思や経済的状況に依拠せず、自らの意思で安心し

て夢に向かうことができるよう、高等学校進学に向けた給
付型奨学金の給付を行うとともに、学習・生活のサポート
を行い、社会全体でこどもの育ちを応援する。 

 
【事業の内容】 
 〇給付型奨学金の支給 

 ①入学準備金  30万円（上限） 
・高校入学に際して必要となる費用 
（入学金、施設設備費、制服代、教科書代など） 

  ②在学時支援金 毎月１万円（原則３年間） 
・高校在学中に必要となる費用 
（クラブ活動費、学用品費、通学費など） 

 ○奨学生を対象とした学習・生活サポート 
  ①学習支援 
   ・高校入試に向けた学習・相談支援 
  ②学校生活支援 
   ・専門の相談役（チューター）による、高校進学後の

学校生活や日常生活の相談支援 
 〇2021年度の募集人数 100名 
 〇募集要件 

・経済面や家庭環境等により高校進学が困難な人で、次
の①～③すべてに該当する人 
①2022年４月に高等学校等に進学予定 
②2001年４月２日以降に生まれた人（＝20歳未満） 
③本人又は本人と生計を一にする家族が市内に在住 

 〇奨学生の選定方法 
・家庭状況や世帯の収入などを総合的に判断し、奨学金
の必要性が高い人を選定 

 
【SDGｓの目標】 

    

児童福祉課 

59,590 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 59,590 

 



28 

４ すべての人にやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

35 ＳＤＧｓの推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  「ＳＤＧｓ未来安心都市・明石」を掲げ、「いつまでも」 

「すべての人に」「やさしいまちを」「みんなで」実現する
ため、ＳＤＧｓの理念を反映した次期長期総合計画の策定を
はじめ、市民、事業者、各種団体などとのパートナーシップに
よる全市的な取組を推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇「（仮称）あかしＳＤＧｓ推進計画（第６次長期総合計画）」

及び「（仮称）あかしＳＤＧｓ前期戦略計画（明石市まち・
ひと・しごと創生総合戦略（第２期））」の策定 

  ・計画期間：2022年度～2030年度（９年間） 
（前期戦略計画は2022年度～2025年度（４年間）） 

  ・策定時期：2022年3月（予定） 
〇ＳＤＧｓの周知・啓発 

  ・商工会議所等と連携した市内事業者への研修や啓発の
実施 

   ・市民や学校を対象とした出前講座の実施 など 
 〇ＳＤＧｓ登録・認証制度の創設 
   ・ＳＤＧｓの達成に向けて取り組んでいる、または取り組む

意欲のある市内企業・市民団体等をＳＤＧｓ登録・認証団
体として認定 

 〇コープこうべとの包括連携協定に基づく取組 
・おむつ定期便と連携したフードドライブ事業の実施 
・高齢者等への買い物支援の実施 
・認知症サポーター養成講座や認知症カフェの開催など
の見守り支援の充実 など 

 
【SDGｓの目標】 
 

 

 

ＳＤＧｓ推進室 

6,045 

 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,045 
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４ すべての人にやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

36 LGBTQ+/SOG

IE施策の推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
SOGIE※に関する理解を促進し、SOGIEに関わらず自分自

身を大切にし、自分らしく生き、互いを認め合える「あり
のままがあたりまえのまち」の実現のため、LGBTQ+/SOGIE
施策を推進する。 

 
※SOGIE(ソジー) 
・性的指向、性自認、性表現のことで、誰もが持つ性の
要素。性の多様性を表す言葉。 

 
【事業の内容】 
 〇研修、啓発、相談窓口の充実 
  ・SOGIEに関する理解を広げるため、各学校、企業、地域

団体等における研修や、啓発行事等を実施する。 
・リーフレット作成、学校への関連書籍の配置等を行う。 

  ・人目に触れず情報を手に入れられる案内カードを作成
する。 

〇関係機関との継続的な連携 
  ・ネットワーク会議による関係者との連携強化（２回開催） 
   委員：７名程度（地域、医療、商工関係者等） 
  ・アドバイザー会議における施策の検討（２回開催） 
   委員：６名程度（活動団体の代表、有識者等） 

〇公正証書作成費用の助成 
  ・パートナーシップ・ファミリーシップ制度の効果を高 

めるため、制度利用者の公正証書作成費用を助成する。 
〇基金の設置・活用 
 ・官民連携による取組を継続的に実施するため、基金を 

設置し、これを活用した取組を実施する。 
 
【SDGｓの目標】 

     

    

SDGｓ推進室 

6,939 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 1,000 
一般 5,939 
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４ すべての人にやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

37 ひきこもり相談

支援の充実 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
ひきこもりの当事者や家族の抱える生きづらさに寄り添

いきめ細かい支援を行う。また、様々な要因や年齢層に応
じた支援を行うため関係機関のネットワークの構築や地域
づくりを行い、ひきこもり支援体制の充実を図る。 

 
【事業の内容】 

〇ひきこもり専門相談 
・「ひきこもり専門相談ダイヤル」「ひきこもり専門 Web
相談」の設置 

・Web会議システムを活用したオンライン相談の実施 
・来所相談や訪問による継続相談を実施 

〇家族支援の強化 
・家族相談や家族教室の実施、家族向けパンフレットの
作成 

〇関係機関のネットワーク会議の開催 
〇地域づくり支援 
・市民等を対象としたひきこもりサポーター養成講座や
出前講座の実施 

〇安心できる居場所づくり 
・当事者が社会参加するための第一歩となる多様な役割
を持つ居場所の開設 

 
【SDGｓの目標】 

     

ひきこもり相談

支援課 

5,416 

 

 
 

国・県 2,612 
起 債 0 
その他 0 
一般 2,804 

38 犯罪被害者等に

対する支援の充実 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  誰もが犯罪被害に遭う可能性がある現在、すべての市民

が安心して暮らせるまちづくりを進めていくため、犯罪被
害者等に対し継続的かつきめ細やかな支援を行うととも
に、セーフティネットとしての施策を推進する。 

 
【事業の内容】 
 ○総合相談窓口の設置、各種の情報提供等 
 ○支援金、貸付金並びに刑事裁判手続き及び民事裁判手続

きに参加する場合の旅費の補助等の経済的支援 
 ○家事援助、介護支援者の派遣、一時保育に要する費用補

助、家賃補助、転居費用の補助、教育関係費支援、就労
準備金支援等の日常生活の支援 

 ○再提訴等支援、真相究明支援 
 ○立替支援金 
 ○特例給付金の支給、住居復旧・防犯対策費用の補助、宿

泊費用の補助、財産開示手続及び第三者からの情報取得
手続に要する費用補助 

 
【SDGｓの目標】 

   

市民相談室 

9,481 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 3,310 
一般 6,171 



31 

４ すべての人にやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

39 更生支援の推進 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
共生のまちづくり、安全・安心のまちづくりのため、「明

石市更生支援及び再犯防止等に関する条例」に基づき、高
齢者や障害者など、支援を必要とする人たちが、罪を犯し
たことにより社会から孤立し、再犯に至ることがないよう、
適切な支援につなぐとともに、市民理解の促進に取り組む。 

 
【事業の内容】 

〇更生支援ケース対応 
・捜査・公判段階の人に対する支援及び刑務所等から出
所する人に対する支援を実施する。(社会福祉士などの
専門職を配置する法人に更生支援コーディネート事業
として業務委託) 

〇関係機関の連携構築のための情報交換・情報共有 
・明石市更生支援ネットワーク会議の開催 
・市町村再犯防止等推進会議への参画 
・矯正施設所在自治体会議への参画 

〇市民理解増進の取組 
  ・市民啓発イベント等の開催 

・更生支援についての理解を深めるための市民向け講座
の開催 

 
【SDGｓの目標】 

   

地域共生社会室 

8,565 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 8,565 

40 無戸籍者に対す

る総合的支援 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  無戸籍者の社会生活上の様々な不都合を解消又は緩和す

るため、無戸籍者に対する総合的な支援を実施する。 
 
【事業の内容】 
 〇相談・情報提供支援 

・「無戸籍相談ダイヤル」 
・「無戸籍者のための相談窓口」 
・民間支援団体による相談窓口の案内 

 
○経済的支援 
・戸籍を作るための裁判所への申立費用の補助 

 
 ○行政サービスのコーディネート支援 

・無戸籍者総合支援コーディネーターの配置 
・戸籍がない方のためのサポートパンフレットの配布 
・サポートナンバーカードの交付 

 
【SDGｓの目標】 

     

市民相談室 

147 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 147 
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４ すべての人にやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

41 ＤＶのない社会に

向けた施策の推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
近年、ＤＶに関する相談や被害者対応の件数は増加し、

内容も複雑化・深刻化している。ＤＶのない「やさしいま
ち明石」の実現のため、ＤＶ被害者支援の充実等の施策を
実施する。 

 
【事業の内容】 

〇ＤＶ被害者の自立生活に向けた支援の充実                      
・一時保護の宿泊枠の拡大と自立生活支援員による生活
再建に向けた住居探しや公的手続などの同行支援の強
化（民間団体に委託） 

〇外国人対応                                    
・通訳の配置（民間団体に委託） 

〇関係機関（明石こどもセンター、あかし保健所等）との
連携構築と支援者の専門性向上            

  ・関係機関との連携会議の開催 
・相談員や関係機関職員向け研修の実施 

〇啓発活動の強化 
・ジェンダー平等出前講座（小学４年生対象、５校程度）

の実施と講師養成 
  ・市民向けＤＶ防止講座の開催 
  ・パープルリボンキャンペーン（女性に対する暴力をな

くす運動）の実施 
 
【SDGｓの目標】 

    

男女共同参画課 

4,884 

 
 

国・県 2,574 
起 債 0 
その他 0 
一般 2,310 

42 インターネット

を活用した自殺

対策支援 

（若年層対策） 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
誰も自殺に追い込まれることのないやさしいまちの実現の

ため、インターネット上で自殺の手段等を検索する傾向があ
る若年層を主な対象とし、インターネットを活用した支援策
に係る情報提供を行う。 
 
【事業の内容】 
 〇明石市内において、インターネット上で自殺に関連する

言葉が検索された場合に、相談窓口等を画面に表示し、
相談につなげる。 

○インターネット検索結果の評価により、新たな課題を抽 
出し、対策強化を行う。 

 
【SDGｓの目標】 

  

健康推進課 

900 

 

 
 

国・県 600 
起 債 0 
その他 0 
一般 300 
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４ すべての人にやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

43 がん患者アピアラ

ンスサポートの実

施 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
がん治療を受け、外見（アピアランス）の変化が生じた

方の心理的負担を軽減し、自分らしく日常生活を送ること
ができるよう、医療用ウィッグ等の補正具購入に係る費用
を助成する。 

 
【事業の内容】 

〇対象者 
・がん治療を受けて補正具を必要とする市内在住者 
 ※前年の所得額400万円未満 

〇対象補正具                                   
・医療用ウィッグ（装着用ネット、医療用帽子含む） 
・乳房補正具（乳房保護補正下着、人工乳房） 

〇助成額（予定） 
 対象補正具の購入費用を助成する。 
・医療用ウィッグ        上限５万円 
・乳房補正具（乳房保護補正下着）上限１万円 
・乳房補正具（人工乳房）    上限５万円 

  ※県の補助制度を活用 
 
【SDGｓの目標】 

   

保健総務課 

1,630 

 
 

国・県 815 
起 債 0 
その他 0 
一般 815 

44 骨髄等移植ドナー

支援の実施 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
骨髄等移植のドナー登録者の増加及び骨髄等移植の推進

を図るため、ドナー候補者の経済的不安の軽減と骨髄等提
供しやすい環境を整備する。 

 
【事業の内容】 
 〇対象者 

・公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事
業において、骨髄等の提供を完了した市内在住者 

 ※血縁者でない者 
○対象行為 
 ・健康診断や自己採血のための通院、入院 
 ・骨髄等採取のための入院 
 ・その他骨髄バンクが骨髄等移植のために必要と認める

もの 
○助成額 
 ・１日につき２万円／上限10日（予定） 

   ※県の補助制度を活用 
 
【SDGｓの目標】 

  

保健総務課 

600 

 

 
 

国・県 300 
起 債 0 
その他 0 
一般 300 



34 

４ すべての人にやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

45 （仮称）あかしイン

クルーシブ条例

の制定 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
これまでの「やさしいまちづくり」を更に拡充し、誰一

人取り残されることなく、すべての人たちが大切にされる
インクルーシブな社会を実現していくため、条例制定に向
けた取組などを推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇共生社会の実現に向け、「こころのバリアフリー」と「ユ

ニバーサルデザインのまちづくり」を大きな柱とする条
例づくり等の取組を進める。 

  ・（仮称）あかしインクルーシブ条例の制定 
・（仮称）ユニバーサルアドバイザー制度など、当事者と

ともに様々な施策を進めるための仕組みづくり 
 
【SDGｓの目標】 

     

    

SDGs推進室 

2,141 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 2,141 

46 広報あかし配布

方法の拡大 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
市民生活に必要で有益な情報を正確かつ分かりやすく、

タイムリーに届けるため、「広報あかし」の配布方法を拡充
することで市民が広報紙を手に入れやすい環境を整備す
る。 

 
【事業の内容】 
 〇コンビニ、医療機関、高齢者施設などに広報紙を設置 

〇新聞未購読世帯への個別宅配とアプリ登録のPR 
 
 ＜発行予定数＞ 
         R2.6月   R3.3月 

①新聞折込  85,000部→ 82,000部(▲ 3,000部) 
②宅配     8,400部→ 11,200部(＋ 2,800部) 
③施設等設置  7,000部→ 13,000部(＋ 6,000部) 
④アプリ配信  6,000件→  9,000件(＋ 3,000件) 
 

 
【SDGｓの目標】 

 

広報課 

67,167 

 

 
 

国・県 1,300 
起 債 0 
その他 0 
一般 65,867 
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５ 自然にもやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

47 豊かな海づくり

の推進 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
2022年秋の「第41回全国豊かな海づくり大会（兵庫大会）」

の明石市開催を契機として、将来にわたり市民が自然の恵
みを享受できるとともに、まちへの愛着を醸成していくた
め、市民や漁業者、国・県などと連携しながら、豊かな海
づくりに向けた取組を一層推進する。 

 
【事業の内容】 

＜水産資源の保全＞ 
  〇ため池のかいぼりの拡充（豊かな海づくり室） 

  池底の泥を掻き出し、滞留する腐葉土（栄養分）を
海に放流する。 
・２か所（１か所増） 
・実施時期：2022年１～２月 
・予  算：300千円 

〇海底耕耘（農水産課） 
  海底を耕すことにより、海底に沈んでいる栄養分を
海水に溶け出させる。 
・面  積：158ha 
・予  算：4,992千円 

○下水処理場での栄養塩管理運転（下水道施設課） 
大久保浄化センターの放流水に含まれる窒素量を倍

増させるとともに、他の浄化センターにおいても窒素
量を増加させる栄養塩管理運転を継続する。 

 
＜海洋ごみの削減＞ 

  〇漁業者と連携した海洋ごみの処分（豊かな海づくり室） 
  漁業者、漁協、市で連携し、海洋ごみの回収に向け
た取組を進める。 
・予  算：1,300千円（国庫補助事業） 

 
＜豊かな海づくりの普及＞ 

  〇豊かな海づくりに関するPR動画、ポスターを作成、広
報し、普及活動を行う。（豊かな海づくり室） 
・予  算：1,000千円 

〇明石たこ大使さかなクンを活用した映像コンテンツ作
成や半夏生等のイベントにおける啓発を行う。（シティ
セールス課） 

 ・予  算：3,522千円 
 

＜全国大会の開催に向けた取組＞ 
  〇プレ大会（豊かな海づくり室） 

兵庫県実行委員会の主催により、本大会に向けたキ
ックオフイベントとして、機運の醸成を図る。 

  〇市民会館の改修（文化振興課） 
大会開催に向けて、舞台機構の更新や会議室等の改

修などを行う。 
・予  算：60,000千円（全額起債） 

 
＜豊かな海づくり学習＞ 

  〇パネル展示「明石の海を見てみよう」（学校教育課） 
    市内小学生が、地引網体験や海苔づくりを体験し、

学習内容についてのパネルを製作する。（４校） 
   ・予 算：560千円 
  〇「明石の海はみんなのたからもの 絵はがきデザインコ

ンクール」（学校教育課） 
    市内小学生が製作した絵はがきの展示と表彰を行う。 
   ・実施期間：2021年７月～10月 
   ・予 算：400千円 

豊かな海づくり室 

農水産課 

文化振興課 

下水道施設課 

シティセールス課 

学校教育課 

72,074 

 

 

 

国・県 700 
起 債 60,000 
その他 0 
一般 11,374 



36 

５ 自然にもやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 
 
【SDGｓの目標】 

      

  

48 マイボトル普及

の推進 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  ペットボトルの使用を減らすとともに、プラスチックご

み削減に対する意識向上を図るため、マイボトルを活用し
た啓発を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇豊かな海プレ大会にて明石オリジナルボトルを配布し、

マイボトルの普及を推進する。 
 〇新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、マイボ

トル普及の相乗効果を図るためのウォーターサーバー設
置を検討していく。 

 
【SDGｓの目標】 

     

環境総務課 

600 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 600 

49 家庭用燃料電池

及び蓄電池への

補助 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
気候非常事態宣言における「2050年までに二酸化炭素の

排出実質ゼロ」の実現に向け、住宅におけるエネルギー利
用の効率化を図り、家庭から排出される二酸化炭素を削減
するため、家庭用燃料電池及び蓄電池の導入を促進する。 

 
【事業の内容】 
 〇補助額：上限８万円（75件） 

〇対象者：住宅に家庭用燃料電池や家庭用蓄電池を設置、
または同設備が設置された住宅を購入・新築す
る個人 

 
【SDGｓの目標】 

   

環境総務課 

6,000 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,000 
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５ 自然にもやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

50 自然観察ゾーン

及び（仮称）自然

観察センターの

設置 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
こどもたちが生き物とのふれあいを通して、遊び・学び・

喜びを体験できるように、大蔵海岸西地区の磯浜周辺を「自
然観察ゾーン」として環境整備を行い、既存の中央休憩所
を自然観察センターとして活用し、人にも自然にもやさし
い場を提供していく。 

 
【事業の内容】 

○自然観察ゾーンの整備 
 ・磯浜に小型のタイドプール（潮だまり）の設置 

 
 〇（仮称）自然観察センターの開設 

 ・中央休憩所に簡易屋根、空調の設置 

  ・公園管理事務所スタッフによるガイドの実施 

  ・観察セットの無料貸出 

（箱眼鏡、網、バケツ、マリンシューズ、ライフジャケット） 

・図鑑、机等の配置 

・磯浜利用啓発看板の設置 
 
【SDGｓの目標】 

    

海岸・治水課 

3,000 

 

 
 

国・県 0 
起 債 3,000 
その他 0 
一般 0 

51 明石の大切にし

たい生きもの（明

石市レッドリス

ト）の周知 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  生物多様性あかし戦略を推進するため、地球温暖化をは

じめとする急激な環境の変化による、危機的な状況にある
動植物について、「明石市の大切にしたい生きもの（明石市
レッドリスト）」を活用し周知する。 

 
【事業の内容】 
 〇レッドリストガイドブックの作成・周知 

・こどもにも分かりやすく伝えるため、写真等を用いた
図鑑形式の「明石市レッドリストガイドブック」を作
成し、小学生の環境学習、市民向け出前講座等で配布
する。 

・市民に広く周知するため、ホームページに掲載するな
ど、情報発信に取り組む。 

 
【SDGｓの目標】 

     

環境総務課 

1,000 

 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,000 
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５ 自然にもやさしいまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

52 地域循環共生圏 

構築に関する検討 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  脱炭素社会の実現に向けて、地域資源を活用した「環境・

社会・経済」の統合的向上を図るため、地域循環共生圏構
築に関する検討を行う。 

 
【事業の内容】 
 〇再生可能エネルギーを活用した地域循環共生圏構築の検

討調査の実施 
 
  ※地域循環共生圏 

・各地域が地域資源を最大限活用しながら自立・分散
型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を
補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に
発揮されることを目指すもの。 

 
【SDGｓの目標】 

    

環境総務課 

9,000 

 

 

 

国・県 9,000 
起 債 0 
その他 0 
一般 0 

53 明石まちねこプロ

ジェクト 

（地域猫活動推

進事業） 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
地域コミュニティの再生や、地域環境の改善、人にも動

物にもやさしく、暮らしやすいまちの実現のため、明石ま
ちねこプロジェクトのモデル地域を選定し、地域・ボラン
ティア・民間・行政が一体となった取組を推進する。 

 
【事業の内容】 
 〇モデル地域の選定 

・状況調査をした上で、自治会・町内会、ボランティア、 
獣医師会の連携を図る。 

  ・飼い主のいない猫による住民トラブル解消に向けた取 
組を周知する。（看板等、腕章など） 

・ボランティア団体から地域への去勢・不妊手術、餌・ 
トイレ管理等の助言及び協力を行う。 

  ・飼い主のいない猫の去勢・不妊手術にかかる費用を助
成する。 

 
【SDGｓの目標】 

   

あかし動物 

センター 

1,100 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 1,100 
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６ まちの元気・魅力・交流の創出 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

54 本のまち明石の

推進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  「いつでも、どこでも、だれでも」障害の有無や年齢等

に関わらず、だれもが読書を諦めず、本に親しみ、読書を
楽しむことができるよう、ハード・ソフトの両面から、読
書バリアフリー環境の整備を行うなど、「本のまちづくり」
を進める。 

 
【事業の内容】 
 〇あかし市民図書館における開館時間の延長 

開館時間を現在の午前10時から午前９時30分へ全日30
分前倒しする。 
・開始時期：2021年４月 

 〇読書バリアフリー環境の充実 
・図書館への来館が困難な方の手元に本を届けるため、
老人保健施設等への図書宅配を開始する。 

・明石市立西部図書館に読書バリアフリーコーナーを新
設する。 

・学校図書館において、モデル校に音声読み上げ機を設
置する等、読書活動の支援を行う。 

 ○明石まちなか図書館の設置 
ＳＤＧｓを踏まえ、信金中央金庫による企業版ふるさ

と納税を活用し、日新信用金庫と連携した「まちなか図
書館」事業を開始する。 
・開始時期：2021年７月末頃 
・設置場所：日新信用金庫10店舗 
・内  容：店舗内に本棚と100冊程度の本を設置 

    図書館の除籍本等を定期的に補充 
    2022年度以降設置箇所を拡大 

 〇あかし市民図書館開館５周年記念事業の実施 
・実施時期：2022年１月27日頃 

〇移動図書館車の活用 
・台  数：２台（大型・小型） 
・巡回場所：78ヶ所（医療機関、高齢者施設や公園等） 
・内  容：月に１回ずつ各ステーションを巡回 

保育所での本の読み聞かせ等を実施 
〇ブックスタート・ブックセカンドの継続実施 
・実施時期：４か月及び３歳６か月児健診時 
・対  象：健診の受診対象者全員 
・内  容：本の読み聞かせや絵本のプレゼント 

 〇あかし保育絵本士の養成の継続実施 
・対  象：幼稚園教諭・保育士・保育教諭 
・内  容：基礎と応用のコース別講座を開講 

認定後のフォローアップの実施 
 
【SDGｓの目標】 

    

本のまち推進室 

青少年教育課 

413,858 

 

 

 

国・県 3,869 
起 債 20,000 
その他 5,803 
一般 384,186 
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６ まちの元気・魅力・交流の創出 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

55 （仮称）あかね 

カレッジライト

コースの開設 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 

新型コロナウイルス感染防止対策を行いながら、多様化

する高齢者の学習ニーズに対応するため、13中学校コミセ

ンにおいて、あかねが丘学園の共通講座とコミセン高齢者

大学を融合した新たな１年制の高齢者学習カリキュラムを

開設する。 
 

【事業の内容】 

 〇１年間の単位制とし、年度途中の入学可能。 

〇受講者は、オンライン講座（月１～２回程度）と各コミ

センの地域教養講座（月１～２回程度）から自由に選択

することが可能。 

 〇コミセンごとに多様なテーマの講座を企画実施する。 

〇受講生は、希望するコミセンで受講可能。 

〇オンライン授業は自宅でも受講できるよう順次対応して

いく。 

○システムを新たに導入し、受講履歴の把握とともに、受

講生が「学生ノート」により学びの振り返りができるよ

うにする。 

 
【SDGｓの目標】 

  

ｺﾐｭﾆﾃｨ・生涯

学習課 

5,000 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 5,000 

56 日本標準時135周

年／漏刻1350周

年事業／プラネ

タリウム生誕100

周年プレイベン

ト 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  「時のまち明石」を幅広く全国に発信し、明石への愛着・

関心を高めるため、東経135度子午線上にある｢時のまち｣と
して、｢時｣に関する講演会や特別展等の各種周年記念事業
を開催する。 

 
【事業の内容】 
 〇日本標準時子午線制定135周年記念オンラインイベント 
  ・東経135度の日本標準時子午線制定135周年を記念し、

動画配信の形でオンラインイベントを実施する。 
 〇天体ショーライブ配信 
  ・注目される天体ショーについて、天文科学館からライ

ブ配信を行う。 
〇｢時｣に関する特別講演会の開催（６月） 

 ○特別展「たのしい時計展」の開催（６～７月） 
 ○プラネタリウム生誕100周年プレイベント（プラネタリウ

ム特別投影）の開催（９月）とビンテージプラネタリウ
ムの調査 

 〇オリジナルグッズの制作 
 
【SDGｓの目標】 

   

シティセールス課 

天文科学館 

4,300 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 4,300 
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６ まちの元気・魅力・交流の創出 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

57 天文科学館ホー

ムページリニュ

ーアル／プラネ

タリウム投影機

オーバーホール 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  プラネタリウム生誕100周年を迎えるにあたり、誰もが楽

しく学ぶことができるよう、館内の展示映像や、スマート
フォン(QRｺｰﾄﾞ)を利用した展示説明等が行えるホームペー
ジへリニューアルを行う。また、プラネタリウム投影機の
オーバーホールを行う。 

 
【事業の内容】 
 ○ホームページリニューアル 

・ユニバーサルデザインによるウェブアクセシビリティ
への対応 

  ・TwitterやYouTubeを表示するなどSNSとのリンク強化 
  ・館内展示の情報を追加 

・知りたい情報にシンプルにたどりつくページ構成 
  ・デバイスの画面サイズに依存しないデザイン 
   （レスポンシブデザイン） 
 〇稼働60年を迎えたプラネタリウム投影機のオーバーホール 
  ・ドイツカールツァイスよりテクニカルエンジニア２名

を招聘し整備を行う。 
 
【SDGｓの目標】 

  

天文科学館 

30,500 

 

 

 
 

国・県 0 
起 債 28,500 
その他 0 
一般 2,000 

58 東京2020オリン

ピック・パラリン

ピック関連事業 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  シビックプライドの醸成を図り、明石の様々な特色を発

信するとともに、共生社会の実現のため、東京2020オリン
ピック・パラリンピックの聖火リレー・聖火フェスティバ
ルを実施する。 

 
【事業の内容】 
 〇聖火リレー 

「時のまち明石」を象徴する天文科学館を出発し、明石
海峡大橋を背景にした大蔵海岸へ至るコースを、聖火ラ
ンナーが車列とともにリレーし、オリンピックの聖火を
つなぐ。 

  ・実施日：2021年５月24日 
 〇聖火フェスティバル 

「明石原人」を模した火起こしにより採火を行い、聖火
を展示した会場で、パラリンピックの周知や明石ゆかり
のパラリンピアンの壮行イベントを実施する。 

  ・実施日：2021年８月14日 
 
【SDGｓの目標】 

   

シティセールス課 

6,572 

 

 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,572 
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６ まちの元気・魅力・交流の創出 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

59 明石市公設地方

卸売市場のあり

方の検討 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
明石市公設地方卸売市場の老朽化が進む中、加古川市公

設地方卸売市場の廃止が決定し加古川市場内の仲卸業者が
入場を希望していることなど市場を取り巻く現状や動向、
将来性などを十分に精査するとともに今後のあり方を検討
する。 

 
【事業の内容】 
 〇明石市公設地方卸売市場の再整備の実現可能性について

調査・研究を行う。 
・2021年度方針確定 

 
【SDGｓの目標】 

     

産業政策課 

3,522 

 

 

 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 3,522 
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７ ハートフルハードのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

60 市役所新庁舎整

備に向けた取組 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  「すべての人にやさしいスリムでスマートな庁舎」を基

本理念とし、「災害時の対応力強化」、「バリアフリー・ユニ
バーサルデザインの導入」、「効率的な行政サービスの提
供」、「環境への配慮とライフサイクルコストの縮減」、「ま
ちのシンボルと憩い・交流の場の創出」の５項目を整備方
針とする市役所新庁舎整備に向けた取組を行う。 

 
【事業の内容】 

・建設工事に向けた基本設計、実施設計に取り組む。 
・設計業務と並行して、新庁舎の窓口サービスのあり方や

詳細レイアウト、案内サイン等について検討を進める。 
 
【SDGｓの目標】 

     

 

プロジェクト

推進室 

164,912 

 

 

 

国・県 0 
起 債 147,900 
その他 16,522 
一般 490 

61 西明石地区活性

化に向けた取組 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  ＪＲ西日本との「包括連携協定」に基づく「駅を中心と

したまちづくり」として、旧国鉄清算事業団用地、ＪＲ西
明石社宅用地等の開発を含めたエリア全体のまちづくりに
ついて、ＪＲ西日本と連携しながら検討を進める。 

 
【事業の内容】 
 ○西明石活性化プロジェクト協議会にて示された地域共通

の最優先課題の解決に向け、「ＪＲ西明石駅及び駅周辺の
安全性と利便性の向上」「地域交流拠点の充実」を図るた
め、ＪＲ西日本と共同で取組を進める。 
・六甲バター工場跡地について、ＪＲ西日本による改札
及び駅ビル整備と調整を図りながら、駅前広場及び駐
輪場の整備に向けた取組を行う。 

・まちづくりに必要な駅前広場及び周辺道路についての
都市計画変更、ＪＲ西明石社宅用地及び周辺の用途地
域の変更や容積率緩和等に関する手続を行う。 

 
【SDGｓの目標】 

     

プロジェクト

推進室 

21,600 

 
 

国・県 0 
起 債 20,000 
その他 0 
一般 1,600 
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７ ハートフルハードのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

62 市内全域の均衡

ある発展に向け

た取組 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  持続可能なまちづくりに向け、市民の安全と快適な暮ら

しを支える都市空間づくりや市内全域の均衡のとれたまち
づくりを進めるため、市内各地域の資源や特性を踏まえた
立地適正化計画や具体事業の検討などの取組を進める。 

 
【事業の内容】 

市内５エリアについて取組を進める。 
○明石エリア 

市役所新庁舎整備に向けた取組を行うとともに、兵庫
県による明石港東外港再開発の状況を踏まえながら、明
石港周辺の利活用等について検討を行う。 

〇西明石エリア 
ＪＲ西日本との「包括連携協定」に基づく「駅を中心

としたまちづくり」の第一弾として、西明石エリアの活
性化に取り組む。 

〇大久保エリア 
神戸西バイパスの延伸に合わせ、大久保北部エリアの

市有地について利活用可能性の検討を行う。 
〇魚住エリア 

（仮称）17号池公園整備について、完成後の施設管理・
運営など、誰もが楽しめる施設の整備を進める。 

〇二見エリア 
既存公共施設の老朽化等を踏まえながら、地域特性や

効率化等を考慮し、幅広い世代の交流促進と利便性向上
を目指した公共施設整備について検討を行う。 

 
【SDGｓの目標】 

     

プロジェクト

推進室 

6,000 

 
 

国・県 0 
起 債 0 
その他 0 
一般 6,000 
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７ ハートフルハードのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

63 ホームドア設置

の促進 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
障害者や高齢者をはじめ、誰もが安全で快適に鉄道を利

用できるよう、市内鉄道駅へのホームドアの設置を促進す
る。 

 
【事業の内容】 

ＪＲ西日本が実施するホームドア設置工事に対して、補
助金を交付する。（負担割合：国1/3、県1/6、市1/6） 
〇ＪＲ西明石駅（５・６番線） 
・事業期間：2018年度～2023年度 
・供用開始：2023年度（予定） 
・概算事業費：約17億6,100万円 
・種別：昇降式ホーム柵 
（2021年度） 
・設置工事費：124,600千円（うち明石市20,766千円） 

〇ＪＲ明石駅（１・２番線） 
・事業期間：2021年度～2025年度 
・供用開始：2025年度（予定） 
・概算事業費：約10億4,300万円（設計により決定） 
・種別：昇降式ホーム柵 
（2021年度） 
・詳細設計費：30,000千円（うち明石市5,000千円） 

 
【SDGｓの目標】 

    

都市総務課 

25,766 

 

 

 

国・県 0 
起 債 25,700 
その他 0 
一般 66 

64 山陽電鉄バリア

フリー化の促進 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
障害者や高齢者をはじめ、誰もが安全で快適に鉄道を利

用できるよう、市内鉄道駅のバリアフリー化を促進する。 
 
【事業の内容】 

山陽電鉄が実施するバリアフリー化工事に対して、補助
金を交付する。（負担割合：国1/3、県1/6、市1/6） 
〇中八木駅 
・事業期間：2020年度～2021年度 
・供用開始：2021年度（予定） 
・概算事業費：約1億8,150万円 
（2021年度） 
・設置工事費：177,000千円（うち明石市29,500千円） 

 
【SDGｓの目標】 

    

都市総務課 

29,500 

 

 

 

国・県 0 
起 債 29,500 
その他 0 
一般 0 
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７ ハートフルハードのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

65 安全で利便性の

高い幹線道路の

整備（山手環状

線・江井ヶ島松陰

新田線） 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
交通渋滞の解消や都市交通の円滑化など道路機能の向上

及び周辺の土地利用増進などを図るため、幹線道路の整備
を進める。 

 
【事業の内容】 
 〇山手環状線（大窪工区） 

ＪＲ西明石駅圏とＪＲ大久保駅圏を結ぶ環状道路であ
り、国道２号の渋滞緩和及び安全で快適な通学路の確保
を図るため、未整備となっている大窪工区の整備を行う。 

  ・事業延長：700ｍ 
  ・事業期間：2020年度～2026年度 
  （2021年度） 
  ・用地測量、物件調査、詳細設計、用地買収、物件移転

補償等 
〇江井ヶ島松陰新田線 

大久保北部と神戸市西区を結ぶ幹線道路であり、国道
２号や県道神戸明石線の渋滞緩和を図るため整備を行
う。 
・事業延長：1,500ｍ 

  ・事業期間：2016年度～2023年度 
  （2021年度） 
  ・道路築造工事、用地買収、物件移転補償、物件調査等 
 
【SDGｓの目標】 

    

道路整備課 

595,830 

 

 
 

国・県 240,000 
起 債 353,800 
その他 0 
一般 2,030 

66 南畑踏切の安全

対策 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
南畑踏切は、踏切間の距離や閉鎖時間が長いなど危険な

踏切であり、誰でも、いつでも、安心して横断できるよう、
エレベーター付横断歩道橋を整備し、安全対策を進める。 

 
【事業の内容】 

   ○エレベーター付横断歩道橋を設置して踏切を閉鎖する。 
  ・施工延長：65ｍ（跨線部） 
  ・事業期間：2015年度～2023年度 
  （2021年度） 
  ・桁製作、ＪＲ委託（下部工）等 
 
【SDGｓの目標】 

     

道路整備課 

561,900 

 

 
 

国・県 268,400 
起 債 293,500 
その他 0 
一般 0 
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７ ハートフルハードのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

67 安全安心な水道

水の供給に向け

た水源の確保 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
安全・安心な水道水を安定して市民に供給するため、水

量・水質ともに不安定な明石川水源の代替水源として、阪
神水道企業団からの新規受水及び県営水道からの増量受水
により必要水量を確保する。 

 
【事業の内容】 
 〇2025年度からの阪神水道企業団からの新規受水に向け、

関係機関協議を継続する。 
 
 ≪2021年度協議内容≫ 

①３者協議（明石市、神戸市、阪神水道企業団） 
・神戸市、阪神水道企業団と送水の受委託費用、 
受水スキームを確定 

②県営水道協議 
・県水増量協議 

 
〇2025年度からの阪神水道企業団からの新規受水に向け、
必要な施設整備を順次実施する。 

 
 ≪2021年度工事予定≫ 

①東部配水場受水施設築造工事 
   75,000千円 
②明石川・鳥羽浄水場連絡管布設工事基本設計委託 
    9,000千円 

  
【SDGｓの目標】 

   

水道局 

経営担当 

工務担当 

84,000 

 

 
 

国・県 0 
起 債 75,000 
その他 0 
一般 9,000 

68 新中崎分署棟の

建設 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
市役所新庁舎整備とあわせ、災害活動拠点として「高い

耐震性能と機能性の向上」、「バリアフリー・ユニバーサル
デザインの導入」、「環境負荷の低減への配慮」を基本に、
分署庁舎整備に向けた取組を行う。 

 
【事業の内容】 

○基本設計及び実施設計に取り組む。 
・期間：2021年度～2022年度 
・費用：約1億円 

 
【SDGｓの目標】 

    

消防局総務課 

30,000 

 

 
 

国・県 0 
起 債 30,000 
その他 0 
一般 0 

 


